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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成28年６月30日に提出いたしました第93期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２ 【訂正事項】

 第一部　企業情報

　 第２　事業の状況

　 　３　対処すべき課題

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

(訂正前)

　③　買収防衛策導入の目的と基本的な枠組み

　以上を踏まえ、当社取締役会は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるか否かを株主の皆

様が判断するに当たり必要かつ十分な情報・時間及び当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保するため

に、一定の合理的な仕組みが必要不可欠であると判断しております。当社取締役会は、大規模買付行為が、このよう

な大規模買付行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）に従って行われることが、当社の企

業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資すると考えております。

 当社は、平成19年に「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入し、平成22年、平成25

年及び平成28年に一部変更した上で継続することを決議いたしました（以下、変更後の対応策を「本対応策」といい

ます。）。いずれもその年の定時株主総会において、株主の皆様からご承認をいただいております。

　本対応策において、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合で

あっても当該大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会により最終的に判

断される場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置として新株予約権の無償割

当ての実施を決議することができるものとします。その場合には、大規模買付者及びそのグループによる権利行使は

認められないとの行使条件及び当社が当該大規模買付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得する

旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277

条以下に規定されます。）により割当てます。

 
 (訂正後)

　③　買収防衛策導入の目的と基本的な枠組み

　以上を踏まえ、当社取締役会は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるか否かを株主の皆

様が判断するに当たり必要かつ十分な情報・時間及び当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保するため

に、一定の合理的な仕組みが必要不可欠であると判断しております。当社取締役会は、大規模買付行為が、このよう

な大規模買付行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）に従って行われることが、当社の企

業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資すると考えております。

 当社は、平成19年に「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入し、平成22年、平成25

年及び平成28年に一部変更した上で継続することを決議いたしました（以下、変更後の対応策を「本対応策」といい

ます。）。いずれもその年の定時株主総会において、株主の皆様からご承認をいただいております。

　本対応策において、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合で

あっても当該大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会により最終的に判

断される場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置として新株予約権の無償割

当ての実施を決議することができるものとします。その場合には、大規模買付者及びそのグループによる権利行使は

認められないとの行使条件及び当社が当該大規模買付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得する

旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277

条以下に規定されます。）により割当てます。

　なお、特別委員会は、勧告を行うに際し、対抗措置の発動に関して、あらかじめ株主の皆様のご意思を確認するた

めの株主総会（以下、「株主意思確認総会」といいます。）を開催するべき旨の留保を付すことができるものとし、
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当該留保が付された場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、株主意思確認総会の招集

に関して決議することができるものとします。

　さらに、上記にかかわらず、当社取締役会が、取締役の善管注意義務に照らし株主の皆様のご意思を確認すること

が適切であると判断した場合にも、当社取締役会は、株主意思確認総会を招集し、対抗措置の発動又は不発動に関す

る株主の皆様のご意思を確認することができるものとします。

　株主意思確認総会の決議は、出席株主の皆様の議決権の過半数によって決するものとし、株主意思確認総会におい

て対抗措置を発動することが可決された場合には、当社は対抗措置を発動するものとします。他方、株主意思確認総

会において対抗措置を発動することが否決された場合には、当社は対抗措置を発動しないものとします。
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